






















































































































































































































































相当性（arm’s length の視点）、合理性、事業関連性がある。⑦所得税法 56 条は、文理解
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を差し引き、純額として所得を計算し、課税する構造となっている（所得税法 27 条 2 項お
よび法人税法 22 条 1 項）。 
通常の個人や法人の事業活動における費用（必要経費・損金）は、収入を得るための支
出として、特に法人税法においては、一般に公正妥当と認められた会計処理の基準（法人























 しかしながら、個人所得税の場合、所得税法 45 条に規定があるように、法人と違い、収
益と費用・損失との関係だけでなく、益金（収益）と損金（費用・損失）の差額として算
                                                   



































                                                   
4 水野忠恒教授は、家事関連費を必要経費に算入できない理由を「家族の消費支出としての性格と、事業
上の必要経費としての性格とを併せもつが、原則として必要経費に算入できない。消費支出の面と事業上
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第一部 第１章 わが国における所得控除の発展 





















ていったと考えられるが、わが国初の所得課税を定めた明治 20 年所得税法（明治 20 年 3










                                                   







































3 同上、72-80 頁参照。 
4 同上、29-37 頁参照。 




















































































第 22 条から第 30 条）に過ぎなかった。したがって、旧憲法から導かれる租税法は、強制
的に徴収されるものであり、それはプロシアにおける租税法と全く同一の概念でもあった8。 
                                                   
6 金子 宏「租税法における所得概念の構成（一）」『法律協会雑誌』第 83 巻第 9、10 号 1257-1265 頁、
および清永敬次「シャンツの純資産増加説（一）」『税法学』第 85 号 10-15 頁参照。 
7 品川芳宣『課税所得と企業利益』（税務研究会出版局、1982）38 頁。 

























































ル所得」を課税の対象とすることとし（明治 20 年所得税法 1 条）、他方で「営利ノ事業ニ



















                                                   
9 雪岡重喜「所得税創設期の事情と創設当時の所得税」『財政』第 2 巻第 9 号、27-28 頁。当該頁には「こ
の営利の事業に属さない一時の所得を課税外におくことの規定は、所得税の課税対象を経常的、反復的な
所得に求めようとする所得源泉税が、所得税課税理論として支配的であったから、表現こそ変れ、その後
永く、昭和 22 年 11 月改正で一時所得に対する課税が始まるまで、常に、所得税法に置かれていたのであ
る。」とある。 
10 末永英男「初期所得税法における所得計算構造―明治期初期所得税法を中心として― 」『近畿大学九州
工学部研究報告（理工学編）』第 24 号、81―85 頁参照。 
11 プロシア人顧問であったルードルフによる明治 17年の収入税案第 17条にその淵源をみることができる
（汐見三郎『各國所得税制論』（有斐閣、1934））258 頁。 
12 渡辺喜久造『税の理論と実際－理論編－』（日本経済新聞社、1959）、87 頁。 




（大蔵省編纂『明治大正財政史 第六巻』第 5 編内国税（上）（経済往来社、1957）1141－1142 頁）。 

































 2 所得課税の場合における 
  a 確定・不確定所得、勤労・所有・二者混合所得など、所得の相違にもとづく差別税 
  b 所得額の差にもとづく累進課税 
                                                   
15 明治 31 年 6 月 2 日、第 12 回帝國議会衆議院所得税法改正法律案審査特別委員会速記録。 
16 勤労所得控除および小額所得者控除がはじめて整備された大正 2 年改正、小額所得者控除が廃止され扶
養控除が整備された大正 9 年改正の前後にあった、『東京経済雑誌』の中の所得税法改正に係る 13 の記事、
論文をみた限りにおいてはそうであった。 






19 Adolph Heinrich Gotthilf Wagner, “Finanzwissenschaft, 4 Thelie, letzte Aufl”., (Leipzig und 
Heidelberg ,1883-1912). なお、和訳は、池田浩太郎「ワーグナー財政学説とその社会政策的要素 : アー
ドルフ・ワーグナーの社会政策思想」を参考としている。記述は第 2 巻 p.304、訳、42-43 頁参照。 
20 同上、46 頁。 
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21 同上、46 頁。 
22 Shehab,F. “Progressive Taxation: A Study in the Deveropment of the Progressive Principle in the 
British Income Tax, (Clarendon Press,1953)p.59..訳は、前掲注 1、79 頁を参照。 
23 井上一郎『租税行政史』（中央経済社 1980）、239-241 頁。 
24 宮本・鶴田、前掲注 1、87 頁。 







免税点 基礎控除 勤労所得控除 少額所得控除 扶養控除 生命保険料控除
明治20年勅令第5号

























































































































































を免税点制度とした 同上 同上 同上
(出典：大蔵省主税局調査課『所得税実施70周年記念　所得税発展の記録』（大蔵省主税局、1957）162-165頁より筆者作成)  
 
                                                                                                                                                     
各人の所得の子細にこだわらず、所得の実額に重きをおくこと、納税者の申告が適当であればその申告を
是認すべきこと等を規定していることから、相当程度に賦課徴収事務について苦慮していたと考えられる




明治20年 明治32年 大正2年 大正9年 昭和2年 昭和15年 昭和19年
所得税収入　　　  　　　　　（単位：千円） 528 4,800 22,769 55,187 116,637 1,113,536 4,196,167
所得税納税人員　　　　  　（単位：千人） 118 348 956 1,315 1,003 2,785 不明
所得税／租税総額 （％） 0.8 3.4 4.3 6.7 10.1 26.3 33
徴税コスト　　　　　　　　　　（単位：千円） 1,781 3,241 7,909 19,500 29,119 不明 不明
国税百円当たりの徴税コスト（単位：円） 2.87 2.95 2.68 2.95 3.4 不明 不明




























                                                   


















































































                                                   












































5 「平成 24 年度税制改正大綱」において「勤務費用の概算経費控除」と「他の所得との負担調整」がその
機能として挙げられており、かつ、それらの割合は「平成 23 年度税制改正大綱」において「各々2 分の 1
であることを明確化」されている（「平成 23 年度税制改正大綱」11 頁）。この考えは、平成 24 年度税制改
正における特定支出控除の適用基準額にも反映されている（藤谷武史「給与所得課税」『税研』No.168、
31 頁）。 
6 吉村、前掲注 2、241 頁参照。 
7 谷口勢津夫『税法基本講義［第 3 版］』（弘文堂、2012）342 頁。 
8 吉村、前掲注 2、234-235 頁参照。 
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9 北野弘久『税法学原論［第四版］』（青林書院、2000）126－127 頁。 








13 この点、北野弘久教授は、課税最低限の問題は第 25 条の社会権の機能に係わるのではなく、同条の「公
権力からの干渉されない」という意味での自由権の機能にあるとし、また、課税最低限度額を定めるもの
として、基礎控除、配偶者控除、扶養控除の基礎的人的控除のみを挙げているのは興味深い（北野、前掲























                                                   





















17 立法裁量の問題とした判例として、「大島訴訟」（最高裁昭和 60 年 3 月 27 日判決、昭和 55（行ツ）15
号、最高裁判所民事判例集第 39 巻 2 号 247 頁）が有名である。 



























                                                   













23 井藤、前掲注 11、272-273 頁参照。なお、普遍性の原則はそれぞれ水平的公平、平等性の原則は垂直的
公平に連なるものである。 
24 井藤、前掲注 11、334-336 頁参照（括弧内筆者）。 






































                                                   



















































































28 植松、前掲注 15、214 頁。 
29 同上、214 頁。 
30 神戸地裁昭和 59 年 3 月 21 日判決（昭和 57 年（行ウ）第 37 号）LEX/DB【文献番号】21080300。 
31 同上。 










































































                                                   
34 金子、前掲注 11、19 頁。 
35 田中 治「個人所得課税における所得控除と税額控除」『同志社法学』第 62 巻第 5 号 1419 頁、および 
金子、前掲注 11、19 頁参照。 










































                                                   
37 アンドリュースは、特に人的控除や所得控除については、ヘイグ・サイモンズによるところの包括的な
所得概念（つまり、所得＝純資産の増減（累積）＋消費）から離れるものではなく、むしろ所得概念を精
緻し直す（refine）ものであると述べている（William D. Andrews, “Personal deductions in an Ideal 
Income Tax”, Harvard Law Review.vol.86,1972.p309.）。 

















































                                                   
1 世帯までを考えた場合、所得控除を付け替えることによって世帯員の納税額を主観的に調節することが
可能である。詳しくは後述している。 






































                                                   
4 拙稿、前掲注 2、34-35 頁。 
5 金子 宏「総説－所得税における所得控除の研究」『日税研論集』52 号、4－5頁。なお、性質からの分
類には、諸説あることを付記しておく。 


































                                                                                                                                                     
付け替えという点においては問題にならない。 
8 シャウプ使節団『日本税制報告書』第 1 巻（General Headquarters, Supreme Commander for the Allied 
Powers、1949）102-103 頁。 
9 同上、103-104 頁。 
10 同上、102 頁。 
11 同上、103 頁。 
12 同上、103 頁。 
13 同上、103 頁。 
14 同上、103 頁。 


































                                                   
16 シャウプ使節団、前掲注 8、104 頁。 
17 同上、104 頁。 
18 同上、104 頁。 
19 同上、104 頁。 
20 同上、101-102 頁。 







正された昭和 22 年の民法親族編（昭和 22 年法律第 222 号）には戸主に関する規定は置か
れなかった。これにより、戦前までのいわゆる「家」制度は廃止されたといえる。 
 しかし、所得税法における所得合算規定は、いわゆるシャウプ税制の直前まで存続した。
昭和 22 年法律第 27 号「所得税法」は、税率に関する規定の中で「同居親族の課税所得金
額は、これを合算し、その総額に対し税率を適用して計算した金額を、各々その課税所得




（昭和 22 年所得税法 8 条 1 項）と定義され、さらに、「生計を一にする」ものの 1 人と、
この関係があるものが 2 人以上いるときは、その二人以上の相互の間には関係がない場合
においても、その「生計を一にする」もの全部の間に関係があるものとみなされた（昭和
22 年所得税法 8 条 2 項）22。つまり、生計主催者は必ず 1 人必要であるが、それと「生計
を一にする」間での親族であるという以外の関係性は問われないということであった。 
この当時の基本通達である、旧所得税法基本通達 50（昭和 26 年 5 月付、以下「旧基通」
という）23は、「『生計を一にする』とは有無相扶けて日常生活の資を共通にしていることを




                                                   















































                                                   
25 遠藤みち「第 9 章：親族が事業から対価を受ける場合の『生計を一にする』」山本守之・守之会『検証
税法上の不確定概念』（中央経済社、2000）202 頁。 
26 シャウプ使節団、前掲注 8、73 頁。 
27 本文引用邦訳部分の原文は“the traditional Japanese unity of family”という表現である。 
28 碓井、前掲注 22、82 頁。 













































                                                   
34 基礎控除と配偶者控除の同一化は、主に後に述べる二重の控除の解決策の一つとして挙げられるもので
あり、扶養控除と配偶者控除の同一化は、主に配偶者控除廃止論者からの提案である。 

































                                                   
36 「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」第 1 条、第 3 条参照。 
37 「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行令」第 1 条、第 2 条第
1 項、第 5 条、第 8 条、第 14 条、第 20 条ほか多数。 
38 内閣官房 HP「社会保障・税番号制度とは > よくある質問（FAQ）> （2）個人番号に関する質問」A2-6
参照（http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/faq/faq2.html#q2-6）。 
39 財務省『平成 27 年度税制改正（所得税法（国外扶養親族その他）の改正）』125-126 頁参照。 
40 同上、129―135頁参照。 



































                                                                                                                                                     
照。 
42 「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行規則」第 1 条第 1 項第
3 号、同規則第 3 条第 2 項参照。 
43 財務省、前掲注 4、131 頁。 
44 同上、132-133 頁。 
37 
 
第 3 節 二重の控除の問題 
 
 二重の控除の問題は、昨今の政府税制調査会の審議事項となり、配偶者控除廃止の検討





























                                                   
45 平成 26 年 11 月 7 日「税制調査会（第 12 回総会）議事録」
（http://www.cao.go.jp/zei-cho/news/2015/__icsFiles/afieldfile/2015/02/02/26zen12kai_2.pdf.参照。） 



































いうのは、憲法と照らし合わせた場合（第 25 条、第 13 条）に、そのような付け替えを自








































                                                   























































大正 2 年の勤労所得控除および少額所得者控除（大正 9 年改正により廃止）が採用され、
次いで、大正 9 年に初めてわが国に扶養控除が採用された4。その後の昭和 15 年（基礎控
除が新設）、戦後の昭和 25 年（シャウプ勧告後）の大改正においても人的控除は常に考慮
され続けていた。したがって、最小生活費を意識した上で、国家の課税権を制約するとい
う人的控除の基本理念は、昭和 15 年、25 年の大改正を経てもなお、現在まで受け継がれて
いることが確認できる5。 
                                                   
1 金子 宏『租税法［第 18 版］』（弘文堂、2013）189 頁。 
2 田中 治「個人所得課税における所得控除と税額控除」『同志社法学』62 巻 5 号、8 頁。 
3 井上一郎「安井・今村・鍋島による明治 20 年所得税法逐条解説」（税大論叢 23 号、1994）：今村長善『所
得税法詳解』（大倉孫兵衛発兌、1887）529 頁。 
4 大正 9 年所得税法改正における人的控除の特徴として 2 点挙げられる。1 つは、①所得金額による制限
が設けられている（高額所得者は控除が受けられない）こと、もう 1 つは、②18 歳未満もしくは 60 歳以








































                                                                                                                                                     
第 1 号、33 頁）。 
6 水野忠恒教授は、この点について「（前略）、人的控除は、家族構成における租税負担を配慮する役割を





































定める所得税法 83 条だけでなく、制度化に係わった昭和 38 年の税制調査会の検討等をみ
ても、配偶者控除には特段性差の規定は設けられておらず、このことから、一方の性から
                                                   
8 三木義一『日本の税金』（岩波新書、2003）33－35 頁。 












































                                                   
11 拙稿「所得税法 56 条の適用範囲―租税法と家族法の接点を中心として―」（熊本学園大学、2010）第 3



































                                                   







































                                                   
13 これらの点については、「『要領のよい納税者』に対する抜け道封じのための個別申告制の制限措置とし
て、納税者と同居する配偶者及び未成年者の資産所得は、納税者の申告に記載させ合算して課税する。」 と
して、シャウプ勧告で検討され、対処されている（シャウプ使節団、前掲 13、73 頁）。 





類  型 考    え    方 















課  税 
均等分割法 
（2 分 2 乗課税） 






の税率表を適用した実質的な 2 分 2 乗制度）） 
不均等分割法 
（N 分 N 乗課税） 
夫婦及び子供（家族）を課税単位とし、世帯員の所得を合算し、不均等分割（N









（2） イギリス：夫婦別産制。1870 年及び 1882 年の既婚女性財産法（Married Women's Property Act 
1870,1882）により夫婦別産制の原則が明らかとなり、1935 年の法律改革（既婚女性及び不法行
為者）法（Law Reform （Married Women and Tortfeasors） Act 1935）によって夫婦別産制が
確立したとされる。 
（3） ド イ ツ：原則別産制。財産管理は独立に行えるが、財産全体の処分には他方の同意が必要。 
（4） フランス：財産に関する特段の契約なく婚姻するときは法定共通制（夫婦双方の共通財産と夫
または妻の特有財産が併存する）。 








                                                   


































                                                   
17 金子 宏、前掲注 2、184 頁。 
18 同上、184 頁。 
19 家族間での必要経費不算入（現行所得税法 56 条）、資産合算制度等（昭和 63 年廃止）を定めた（前掲
注 13、73 頁参照。） 
20 福島千幸「課税単位と所得分割」（大東文化大学経営研究所、Research papers, No.J-25、1996）1-12
頁。 
21 夫婦財産契約登記取扱手続（明治三十二年五月三十一日司法省令第 15 号）参照。 










昭和 36 年 9月 6 日判決24と、東京地裁昭和 63年 5 月 16 日判決25をあげることができよう。 





















                                                   
23 もっとも、その婚姻の清算としては相手方の死亡時というのは問題とならず、離婚時においてのみが問
題となる。本論文では離婚時にはついて言及しないこととする。 
24 最高裁昭和 36 年 9 月 6 日判決（昭和 34 年（オ）第 1193 号）、最高裁民事判例集 15 巻 8 号 2047 頁。 
25 東京地裁昭和 63 年 5 月 16 日判決（昭和 61 年（行ウ）第 80 号）、判例時報 1281 号 87 頁。 
26 吉良 実「課税単位」別冊ジュリスト『租税判例百選〔第二版〕』、38 頁。 
27 控訴審である平成 2 年 12 月 12 日判決（昭和 63 年（行コ）第 27 号）（税務資料 181 号 867 頁）でも原
審を支持し、上告は棄却された。 
28 遠藤みち「第 8 章：日本の裁判例にみる夫婦財産制と租税法」人見康子・木村弘之亮『家族と税制〔租


































                                                   
29 碓井光明「家族法の展開と租税法」『横浜経営研究』第 5 巻第 1 号、86 頁。 





32 高橋祐介「社会保障と税の一体改革への影響」『税研』vol.29 通号 170 号、29 頁。 
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得の合計を何かしらの方法で分割計算する合算分割として捉えることは 2 度手間であろう。 


















                                                   
33 カーター委員会報告は、課税負担の公平に鑑みると世帯単位課税を採用する方が望ましいとしている（栗
林 隆『カーター報告の研究』（五絃社、2005）44－46 頁）。 
34 金子 宏「総説－所得税における所得控除の研究」『日税研論集』52 号、13 頁。なお、原典は、“Report 
of the Royal Commission on the Taxation of Profits and Income” （1936）, p36; G.P. Marshall and A.J. 










民法における戸主権）が介在したためである35。したがって、課税単位として N 分 N 乗方
式を採用するフランスも、社会政策と租税政策との間に一定の因果関係を認めることがで























                                                   





































                                                   
37 明治 31 年 6 月 2 日、第 12 回帝國議会衆議院所得税法改正法律案審査特別委員会速記録（発言者：若槻
禮次郎）。 
38 大蔵省編纂『明治大正財政史 第六巻』第 5 編内国税（上）（経済往来社、1957）1022 頁。 
39 同上、1057-1109 頁。なお、現在でも課税最低限のモデル世帯が有る点では共通のスタンスといえよう。 
40 この点について、田中 治教授は「およそ税法は、基本的には担税力を正しく測定することを任務とす
るものである以上、便宜的な手段として、あるいは必要以上の政策手段として、税制を用いることには慎














































































                                                   
1 Pechman Joseph A.“Federal Tax Policy” (Brookings Institution, revised ed,1971) p81.  
2 シャウプ使節団『日本税制報告書』第 1 巻（General Headquarters, Supreme Commander for the 













また、人為的災害、横領及び詐欺による損失の取扱いについては、昭和 26 年 1 月 1 日
付国税庁長官通達「所得税法に関する基本通達について」において、 
327 法第 11 条の３の規定（雑損控除）による雑損の原因は、災害と盗難であるが、次の諸点に留意 




    の回収の見込がない場合に限るものとする。 
 328 詐欺による損失は、法第 11 条の３の規定による雑損には該当しないが、仕入等について詐欺に 
   かかつたような場合には、その損失額が仕入原価等を通じて表現されることがあることに留意す  




含めることになり、それと合わせて上記の基本通達 327 および同 328 は廃止された。そ
して、同改正においては、雑損控除対象資産の評価について整備がなされた。それという
のも、創設当時の雑損控除には、災害損失を時価基準とするのか取得原価基準とするのか








                                                   
3 同上、103 頁。 



















るが、その対象となる親族は、各居所につき 1 人に限られるように整理されている。 
その後、昭和 56（1981）年の税制改正においては、災害関連支出の金額の足切り限度












いう（所得税法 2 条 1 項 26 号）。なお、雑損控除については、他の所得控除と異なり、
損失の生じた年分で控除できなかった雑損失の金額を翌年以降の総所得金額等の計算上
控除する繰越控除の制度（所得税法 71 条）が設けられている。このため、所得控除の順
                                                   




7 同上、14～15 頁。 
8 同上、16～17 頁。 




































なる資産（令第 81 条第 1 号《譲渡所得の基因とされないたな卸資産に準ずる資産》に規
定する資産を含み、山林及び生活に通常必要でない資産を除く。）」が対象となる10と解さ











































                                                                                                                                                 
34-35 頁）。 
11 村井泰人「生活用資産を巡る所得税法上の諸問題」『税大ジャーナル』No.10、198 頁。 










めた所得税法 9 条１項 9 号の改正経過をみても、昭和 25 年の税制改正においては「生活
に通常必要な家具、…」とあったものが、昭和 40 年の全文改正で、「生活の用に供する
家具、…」のように変わったのみで、「最低限度の生活に必要な動産」などと制限してい












判決では、第 1 審、第 2 審のどちらも原告のいう「一般資産」の概念は認めなかった













                                                   
13 神戸地裁昭和 61 年 9 月 24 日（昭和 57 年（行ウ）第 12 号）LEX/DB【文献番号】22001590。 
















この点に関しても、「生活に通常必要でない」資産として、所得税法 62 条 1 項18およびそ













                                                   
15 佐藤英明「生活用動産の譲渡に関する所得税法の適用」『税務事例研究』6 号、48 頁。 
16 この点につき、佐藤教授が「動産の使用態様というよりは、その通常必要性を判断する際の『社会』
の方に関係する要素なのである（同上、48 頁）」と述べているのをみるかぎり、1933 年の“Welch v. 
Helvering”事件で最高裁が示した「その支出が通常にあたるか否かは、程度の問題であって、社会の生
活様式（a way of life）から判断されねばならない」という判定基準を参考にしていると考えられるため、
それから敷衍して「通常かつ必要」を用いているとしている。 
17 同上、48 頁。 





19 所得税法施行令 178 条 1 項 2 号に定める資産とは、「通常自己及び自己と生計を一にする親族が居住
の用に供しない家屋で主として趣味、娯楽又は保養の用に供する目的で所有するものその他主として趣
味、娯楽、保養又は鑑賞の目的で所有する資産」である。 







































                                                   
21 仙台高裁平成 13 年 4 月 24 日判決（平成 12 年（行コ）第 1 号）LEX/DB【文献番号】28081281。 


























































































 （出典：村井泰人、前掲注 11、210 頁を参考に筆者が改変している。） 
・凡例：所法＝所得税法、所令＝所得税法施行令、措法＝租税特別措置法 
   アラビア数字＝条、丸内数字＝項、漢数字＝号 
 
（2）「災害」の範囲 




に関連するやむを得ない支出として、所得税法施行令 206 条１項は、「所得税法 72 条 1
64 
 

























                                                   
23 所得税法 72 条 1 項に規定する政令で定めるやむを得ない支出（以下「災害関連支出」という）にお
























































                                                   
28 大阪地裁平成 23 年 5 月 27 日判決（平成 21 年（行ウ）第 134 号）LEX/DB【文献番号】25472599。
大阪高裁平成 23 年 11 月 17 日判決（平成 23 年（行コ）第 90 号）LEX/DB【文献番号】25444586、 




































                                                   
29 三須友晶「雑損控除の適用される『人為による異常な損害』：アスベスト除去費用の該当性」『龍谷大
学大学院法学研究』第 17 巻、49-54 頁参照。 
30 田中 治「資産損失」『日税研論集』Vol.31、93 頁。 
31 最高裁昭和 36 年 10 月 13 日判決（昭和 35 年（オ）第 437 号）LEX/DB【文献番号】21015390。 
32 同上。 
33 名古屋高裁昭和 42 年 9 月 14 日判決（昭和 41 年（行コ）第 6 号）LEX/DB【文献番号】21026350。 


































                                                   
35 佐藤英明「雑損控除制度－その性格づけ」『日税研論集』No.47、43 頁。 
36 同上、43 頁。 
37 同上、43 頁。 
38 金子  弘『租税法［第 20 版］』（弘文堂、2015）197 頁、武田昌輔編『DHC 所得税務釈義』（第一法
規、加除式）、3191 頁。 
39 佐藤、前掲注 35、45 頁。 
40 直審 3－95 昭和 47 年 10 月 12 日付国税庁長官通達において、クレジットカードが不正に使用された
部分は雑損控除となると周知している。 
41 この規定ぶりから、【図表 1】を参考にして、その物自体が所得の基因となる業務用資産の範囲に具体




















































































                                                   
43 岡村忠生『所得税法講義』（成文堂、2007）51 頁。 
44 同上、51-52 頁。 















































































































































                                                   
1 水野忠恒教授は、家事関連費を必要経費に算入できない理由を「家族の消費支出としての性格と、事業
上の必要経費としての性格とを併せもつが、原則として必要経費に算入できない。消費支出の面と事業上














第 1 節 所得税法創設時から太平洋戦争終戦時までの必要経費規定の変遷 
 


















































変遷したのかについて、繰り返しになるが、明治 20 年所得税法から再度検討を行う。 
 明治 20 年所得税法のその第 2 条は、「所得ハ左ノ定則ニ拠テ算出スヘシ」として、その
第 1 項は、公債証書等の証券の利子、非営業貸金・預金の利子、株式の利益配当金、俸給
等に係る所得については、「直ニ其金額ヲ以テ所得トス」11として収入金額そのものが所得
金額とされていた12。そして、続く第 2 項には、「第 1 項ヲ除クノ外資産又ハ営業其他ヨリ
生スルモノハ其種類ニ応シ収入金高若クハ収入物品代価中ヨリ国税、地方税、区町村費、
備荒儲蓄金、製造品ノ原質物代価、販売品ノ原価、種代、肥料、営利事業に屬スル場所物
                                                   




10 大蔵省財政史室編『昭和財政史-終戦から講話まで-  第7巻租税（1）』（東洋経済新報社、1977）250
頁。詳しくは後述するが、この後、シャウプ勧告による昭和25年税制改正において雑所得が追加され、わ
が国に包括所得概念が完全に採用されることとなる。 
















































 その後、前述したように、戦前所得税法では大正 9 年、および、昭和 15 年に全文改正が
行われた。大正 9 年の全文改正においては、特に規定自体の変更はなされなかったが、大


















避けるため22に収入金額の 4 割を概算控除することとされた（14 条 1 項 5 号）。このように、
必要経費の算定上困難なものに概算控除が採用されていたことは興味深い23。 
次の全文改正である昭和 15 年改正では、所得税法 12 条 2 項において、所得税が必要経





 このように、戦前所得税法における必要経費に関する規定は、明治 32 年創設当初のまま
でほぼ維持されてきたが、税務上の執行面では「必要ノ経費」の解釈に変遷があり、その















第 2 節 戦後所得税法における必要経費規定の変遷 
 
 先述したように、太平洋戦争後の昭和 22（1947）年の所得税法の全文改正（昭和 22 年
法律 27 号）は、包括的所得概念および、申告納税制度の採用という画期的なものであった
（以下、昭和 40 年全文改正までの所得税法を「旧所得税法」という）。しかし、必要経費
に関しては、従来、旧所得税法施行規則 10 条に規定されていたものが、旧所得税法 10 条 2
項に移されただけで、その規定の内容に変化はなかった。その後、昭和 22 年の一部改正（昭
和 22 年法律 142 号）及び昭和 23 年の一部改正（昭和 23 年法律 107 号）が行われたが、
必要経費については、「種苗、蚕種又は肥料の購買費、家畜等の飼養料、仕入品の原価、原
料品の代価、土地、家屋その他の物件又は業務に係る公租公課、使用人の給料、収入を得
るために必要な負債の利子その他収入を得るために必要な経費」とされ(旧所得税法 10 条 2
項)、昭和 15 年改正後の所得税法における必要経費とその範囲を同じくしていた27。 
 しかし、その後のシャウプ勧告に基づいて行われた昭和 25（1950）年税制改正（昭和 25
年法律71号）では、棚卸資産の評価方法について選択適用が採用され（旧所得税法10条4）、
青色申告制度の採用に伴い、青色申告の恩典として、貸倒準備金の必要経費算入が認めら
れた（同法施行規則 10 の 4）。また、「損害保険契約に基き支払をなす保険料、固定資産の
減価償却費で命令で定めるもの」を必要経費に算入する旨を明示するとともに（同法 10 条
2 項）、源泉徴収加算税額、重加算税額、延滞加算税額、所得税・富裕税、市町村民税を必
要経費に算入しないものとした（同条 2 項但書、および同条 3 項）。 
 一方で、家事関連費においては目覚ましい改正があった。それは、家事関連費のうち、
主たる部分が収入を得るために必要であり、その部分を明らかに区分できる場合には、そ
の部分を必要経費に算入できるとされ（旧所得税法 10 条 2 項）、また、青色申告者におい
ては、収入を得るために必要な部分を明らかに区分できる場合には、その部分が主たる部
分でなくとも、その部分を必要経費に算入することができるとされたことである（旧所得
税法施行規則 10 条 9 号）。なお、これらは現行所得税法においても所得税法施行令に同様
の規定がある（所得税法施行令 96－1、同 96－2 参照）。また、この措置は、従来家事関連












和 27 年）、繰延資産の償却額の必要経費算入規定の追加（昭和 34 年）、いわゆる白色申告
者の事業専従者控除の創設（昭和 36 年）等が行われた。 
 そして、昭和 37（1962）年税制改正（昭和 37 年法律 44 号）では、旧所得税法 10 条 2
項で「事業用の固定資産その他これに準ずるものとして命令で定めるものの損失」を必要


































































































































第 3 節 一時所得に見る租税法固有の個別対応における費用と収益の対応 
 











43 同上、968頁。  


























































































































とを確認した上で、次章において、必要経費の通則的規定である所得税法 37条 1 項につき、
その規定における計上要件を確認していきたい。ここで、租税法律主義によれば、課税要









                                                   






















①通常性（ordinary）、②必要性 (necessary)、③事業関連性（trade or business との区別）
の 3 点について検討する必要があると思われる。 
 また、近年のアメリカにおいては、IRC§162 の構成要件について、 
ⅰ. 費用の通常性（The expense must be ordinary）。 
ⅱ. 費用の必要性（The expense must be necessary）。 
ⅲ. 費用が資本支出に該当しないこと（It must be an expense as opposed to a capital  
expenditure）。 
                                                   















ⅳ. 費用が課税年度に支出または発生すること（The expense has to be paid or incurred 
during the taxable year）。 
ⅴ. 費用とは、ある活動のために継続して支出されていること（The expense has to be in 
carrying on the activity）。 
ⅵ. 活動とは、営業または事業活動でなければならないこと（The activity has to be a trade 
or business activity）。 
と 6 つの構成要件に分けて検討されているのが一般的なようである3。 







第 1 節 現行所得税法における必要経費の意義 
 
（1）必要経費規定への検討 













                                                   





























































































































 次に、第 2 分類である 「営業上の異常」としての異常な支出を考えた場合、その支出は、






































                                                   
14  租税特別措置法62条2項。 








































                                                   






















上通常必要な支出をいう」とした昭和 61 年 10 月 31 日仙台高裁判決23や、借入金のうち積
立保険料に相当する借入金の利息を事業所得の計算上必要経費に算入しなかった事例であ









                                                   
20 東京国税局所得税課長編、前掲注11、428頁参照。 













































































を認めた 1894 年法に見ることができる。 









                                                   
27 cf.Revenue Act of 1894, 28 Stat. 553. 
28 Barnard Wolfman, Professors and the “ordinary and necessary” business expense, University 

































                                                   
29 石島 弘「アメリカ連邦所得税法における必要経費について－給与所得の必要経費を中心に－」『沖大
法学論叢』第2巻第1号、83頁。 
30 Erwin N. Griswold, Argument Against the Doctrine that Deduction should be narrowly const




33 e.g., Wohl v. United States, 267 F.2d 605 (5th Cir. 1959). 
34 B. Forman Co., Inc. v. Commissioner of Internal Revenue, 453 F.2d 1144, 1160 (2nd Cir. 1972). 
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は、程度の問題であって、社会の生活様式（a way of life）から判断されねばならないもの
と述べている。つまり、通常とその対義語となる異常との差異が程度問題と解される以上























                                                   
35 Welch v. Commissioner of Internal Revenue, 290 U.S (1933)., at 111-114. 
36 この点について、碓井教授は、「通常の判断にあたっては事業慣行とか社会通念とかが重要な意味を有
しているのである（碓井、前掲注31、556頁）。」と述べている。 
37 Robinson Land & Lumber Co. of Alabama v. United States, 112 F. Supp. 33, 34 (D.C. Ala. 1953). 






「通常かつ必要」に「合理性」の判断を初めて持ち込んだとされる “Hill v. Commissioner”
判決で示される「合理性（reasonable）」の判断において重要な意味をもつものである。こ
れは、IRC162（a）（1）の「俸給もしくは実際に提供された人的役務に対するその他の報

























 その後、課税庁は、この“Hill v. Commissioner”判決に沿った形で教育費の取扱いを、「教
員が自己の地位を維持することを目的として受講した夏期講習の経費は原則として、（中
略）IRC§162（a）が規定する通常かつ必要な経費として控除する。しかし教師の資格をも
                                                   
40 宮谷俊胤「米国判例上にあらわれた控除について-〈通常かつ必要〉な経費を中心として-」『法と政治』
第 17 巻第 4 号、546 頁。 
41 同上、547頁。 
42 181 F. 2d 906 (4th Cir.1950). 



































                                                   
44 I.T.4044, 1951-1 Cum. Bull. 16. なお、この通達はO.D.892 (1921) を修正したものである。 
45 Manoel Cardyo, 17 T.C. (1951). 
46 石島、前掲注29、101頁。 





































                                                   
49 Treas. Reg. §1162-2（d）, 1958. 
50 Treas. Reg. §1162-5, 1958. 


















た事例55において、裁判所は、“All reasonable and ordinary expenses incurred during a 
taxable year for the production of income are deductible. Sec.212.” と判示しているが、
IRC§212 を見てみると、同条は、資産所得における必要経費を示すものであり、“In the case 
of an individual, there shall be allowed as a deduction all the ordinary and necessary 
expenses paid or incurred during the taxable year.” (個々の場合においては、課税期間に
支払われた、または発生したすべての通常かつ必要な経費が控除を許されなければならな
い（下線筆者）)として、以下のような例示をする。 
(1) for the production or collection of income（収入の造出もしくは所有のため）;  
(2) for the management, conservation, or maintenance of property held for  
the production of income（収入の稼得のためにある資産の管理、保存またはメンテナンスのため）; 
or  










                                                   
53 3.C.T.603 (1944) . 
54 Compare Botany Worsted  Mills .v. United States, 278 U.S.282, 292,49 S.Ct.129,73 Li.Ed. 379. 































                                                   
56 Robert Rogers,Inc.v.United States,93 F.Supp.1014 (Ct.Cl.1950). 
57 “arm’s length fee”を用いた判例として、H.J. Heinz Company And Subsidiaries v.United States. 
In The U.S.Court of Federal Claims No.03-2847T (2007-May）at 4.がある。  
58 William A. Kleint, Income Taxation and Commuting Expense Tax Policy and the need for N
on-siplisitic Analysis of “simple”plobrems, Cornell Law Revuew vol.54 p.872 (1969).or Commissio
ner v. Flowers, 326 U. S. 465 (1946).  
59 George W. Gino. 60 T. C. 304, 314, 15 (1973)., Hoggard V. United States 67-2 U. S. Tax Ca
s. 9741 (1967)., Rev. Rul. 62-180, 1962-2 Cum. Bull.,at52,56-57. 
60 Kleint, supra note91, p.895. 
61 cf, The Employees Home office Deduction The Problem of Dupliciate Facilities, Michigan Law
 Review vol. 72 №2 p.352. 
62 碓井、前掲注21、32、37頁。 










































































であり、昭和 25 年の法改正を受け継いだものとみることができよう。 
                                                   




































（所得税法 9 条 1 項 4・5 号）は、その範囲を、納税者において「通常必要」であると認め
られる範囲としている。さらに、この非課税規定に該当しない通勤費・単身赴任者の帰宅




















































































 また、所得税法 37 条の別段の定めとして、改めて所得税法 45 条を考えた場合、同条は、
「家事上の経費及びこれに関連する経費で政令で定めるものの額は、必要経費に算入しな
                                                                                                                                                     



















































































                                                   
80 東京地裁平成 25 年 10 月 17 日判決（平成 24 年（行ウ）第 638 号）LEX/DB【文献番号】25515313。 









 所得税法 37 条における給与は、課税年度中（暦年）に従業員等に支払う賃金または賃金


























                                                   


































                                                   


























































また、支払給与については、別段の定めを含めて、納税者からみた arm’s length の範囲
にあるか否かによって必要経費（損金）算入、不算入が決定されることになる。そして、
これは、アメリカ判例法における、支払報酬における合理性の基準（ tests of 
reasonableness）とも結びつくものであり、総合すると、少なくとも給与の支払について
は、合理性と相当性と arm’s length の判定は同義となるといえる。 














点でも、Henry.C.Simons が “…accumulation or investment provides a basis for expense 
deductions in the future, consumption does not.”と述べたように91、包括的所得概念下で
の必要経費と家事消費の峻別が困難な理由を見出せる。 
 以上を踏まえて、この後の章においては、必要経費の別段の定めとなる所得税法 56 条お
よび 51 条における検討を進め、包括的所得概念下における必要経費についてさらに考察を




                                                   














互）独立説を構築し、その新解釈の所得税法 56 条への法的適合性を明らかにしていく。 
 
第 1 節 所得税法 56 条の沿革 
 
(1)シャウプ勧告を前身とする所得税法 56 条 









                                                   
1 所得税法 56 条の規定のうち、「居住者と生計を一にする配偶者その他の親族」を「生計要件」とし
ている。 

































度が設けられ、本条に第 3 項として追加されている。昭和 40 年には所得税法の全文改
正が行われ、本条から専従者控除制度の規定が分離され、本条は第 56 条、専従者挫除
の規定は第 57 条として置き換えられた。そして昭和 42 年の改正において青色事業専従
者給与の限度額が分離され、現在に至っている7。 








                                                   
5 シャウプ使節団『日本税制報告書』第 1 巻（General Headquarters, Supreme Commander for the 
Allied Powers、1949）53-54 頁。 
6 上記①は、資産合算制度として、昭和 25 年の税制改正により整備されたが、早くも昭和 26 年の税
制改正により廃止されている。その後昭和 32 年にて復活し、法整備されたが、昭和 63 年に廃止とな
った。 



















形式的に所得税法 56 条の適用を強制すべきか否かである。所得税法 56 条の規定を過度










                                                   
8 田中 治「税法の解釈における規定の趣旨目的の意義」『税法学 第 100 回大会記念号―租税法律主
義の現在と課題―』、217 頁。 
















 所得税法 57 条は、一定の要件下で必要経費性を認めている。そして、この規定を受
けて所得税法施行令 164 条 1 項 2 号13において、いわば独立当事者間価格の算定を前提
とする規定を置いていることを踏まえると、逆説的には、所得税法 56 条が、家計とい
う不透明な消費経済単位内に、独立当事者間価格に関する規定が及ぶことからの防護壁
として、所得税法 56 条の意義があるとする見解にもたどり着く。 












                                                   




13 （青色事業専従者給与の判定基準等）所得税法施行令第 164 条 
法第 57 条第 1 項（事業に専従する親族がある場合の必要経費の特例等）に規定する政令で定める状
況は、次に掲げる状況とする。  
一  法第 57 条第 1 項に規定する青色事業専従者の労務に従事した期間、労務の性質及びその提供の程度  
二  その事業に従事する他の使用人が支払を受ける給与の状況及びその事業と同種の事業でその規模が類似する
ものに従事する者が支払を受ける給与の状況  
三  その事業の種類及び規模並びにその収益の状況 
14 同様の事例として、ピアノ調律師の裁決事例(昭和 62 年 12 月 25 日裁決、「裁決事例集 No.34 - 27












『税務事例』38 巻 1 号、8 頁(章末注 38)参照。)と述べている（括弧内筆者）。   
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除制度が創設された(旧所法 11 の②)」と説明されるとおりである16。 









税法 57 条の存在が証明しているということができるのである。 
ここで、先の章でも採り上げたが、来年頭から運用が開始されるマイナンバー制度に








与が認められることになるため、公平の観点から所得税法 57 条 1 項が規定されたとい
う経緯もあった。 
しかしながら、マイナンバー制度下においては、①については日常の仕訳であるため









                                                   
16 植松守雄編『注釈所得税法〔4 訂版〕』（大蔵財務協会、2005）915 頁。 
17 三木義一・市木雅之「専門家たる妻への報酬支払と所得税法 56 条」『税経通信』58 巻 13 号 211 頁
以下は、税理士の立場と研究者の立場からこの問題について検討を試みている。 
18 増田英敏「妻への税理士報酬支払と所得税法 56 条の適用範囲―宮岡事件控訴審判決」『税務事例』

































                                                   
19 この場合、夫婦別産制度というよりもむしろ生活の資を一にしている関係のことである。 
20 木村弘之亮「夫婦財産法上の合意と人的帰属」『法学研究』64 巻 12 号 80-81 頁参照。 
21 木村教授は、「家族従業者が労務を提供し、これに対し相当な対価を得る場合、この対価を必要経
費に算入することが独立当事者間取引（arm’s length transaction）の原則に合致する。」(同上、70 頁。)
と述べている。    
22 田中教授も「消費生活において、居住者にその親族が依存または従属しているかどうか（依存関係。
より正確には、消費生活における「支配従属関係」…）によって生計要件を二つに分ける考え方」(田




































                                                   
23 東京地裁平成 15 年 7 月 16 日判決（平成 13 年（行ウ）第 423 号）LEX/DB【文献番号】28082433。 
24 東京高裁平成 15 年 10 月 15 日判決（平成 15 年（行コ）第 175 号）LEX/DB【文献番号】28090431。 
25 田中、前掲注 3、38 頁。 
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26 岡山地裁平成 12 年 9 月 19 日判決（平成 10 年（行ウ）第 13 号）LEX/DB【文献番号】28091359。 
27 田中、前掲注 3、38 頁。 
28 最高裁昭和 51 年 3 月 18 日判決（昭和 48 年（行ツ）第 30 号）LEX/DB【文献番号】21053570 で
示された判決も、このような理解を示しているといってよい。 


































                                                   
30 田中、前掲注 8、220 頁。 
31 田中、前掲注 8、221 頁。 
32 碓井光明「家族法の展開と租税法」『横浜経営研究』第 5 巻第 1 号、84 頁。 
33 東京地裁平成 15 年 6 月 27 日判決（平成 14 年（行ウ）第 82 号）LEX/DB【文献番号】28082900。 




















係にないと認められる以上、所得税法 56 条の適用はないというべきである。 
 見解の分かれるところであるが、所得税法 56 条の立法趣旨としては、妻税理士事件














































名古屋地裁平成 4 年 5 月 8 日判決39がいうように居住者を代表する生計主宰者の支配が
                                                   
35 田中、前掲注 8、220 頁。 
36 租税回避もしくは仮装行為を総称するものである。また、同様の意味での租税回避的行為の検討を
齋藤信雄氏が氏の論文(齋藤信雄「親族が家族から受ける対価の取扱いについての一考察」『税大論叢』
30 号、269-270 頁参照)の中で述べている。   
37 木村教授は、「所得税法 56 条の規定は、家族構成員の間に所得を分割して税負担の軽減を図ること
の防止すなわち租税回避又は仮装行為の防止を目的としている限りにおいて正当化される」(木村弘之
亮『租税法学』（税務経理協会、1999）277 頁。)と述べている。   
38 黒川 功「戦後家族における身分関係の変化と親族所得の「合算制度」-1- －所得の帰属・家事労
働の対価と所得税法 56 条の「生計を一にする」の概念」『日本法学』60 巻 2 号、468 頁。 
































                                                   
40 名古屋高裁平成 5 年 10 月 15 日判決（平成 4 年（う）第 145 号）LEX/DB【文献番号】28045082。 





税法 56 条～専門家たる妻への報酬支払をめぐる判例を素材として」『税理』46 巻 14 号、10 頁以下参
照。)とされる。 
43 酒井教授は、独立当事者間価格でなく、独立企業間価格として同様の趣旨を述べている。酒井、前





































                                                   

















第 3 節 所得税法 56 条の新たな文理解釈における根拠 
 
ここまでの検討を踏まえて、所得税法 56 条の運用は、生計要件と事業要件の 2 要件
からなる運用ではなく、生計要件のみでの運用に固執しているのは間違いのないところ
















                                                   
45 田中、前掲注 3、38 頁。 











                                                   



































  平成 7 年分 平成 8 年分 平成 9 年分 
夫の総所得金額 ① 23,165,000 18,814,000 27,792,000 
妻の総所得金額 ② 5,192,000 2,885,000 4,052,000 
妻の最適生計費按分比率 
0.183 0.133 0.127 
（②÷(①＋②）) 
夫の最適生計費按分比率 













                                                   




50 平成 12 年 5 月 15 日裁決（裁決事例集 No.59‐75 頁）より筆者作成。 































税することはできない。」とされた事例である「東京高裁平成 11 年 6 月 21 日判決」53
                                                   


























つまり、これは所得税法 56 条が任意規定的に運用されていることの証左といえよう。 

















                                                   
54 民法第 90 条(公序良俗) 
 公の秩序又は善良の風俗に反する事項を目的とする法律行為は、無効とする。 























【図表 3】伝統的解釈に基づく 2 要件         【図表 4】納税者たる居住者からみた支配 













                                                   









 ○＝充たす ×＝充たさない    
伝統的解釈に基づく 56 条の判定    事業要件は生計要件に包含されるため、 
生計要件 ○ ○ × × 生計要件によってのみ判定される。 
事業要件 ○ × ○ × したがって生計要件を充たすものが 56 条 
56 条適用 有 有 無 無 の適用範囲となる。前頁【図表 3】。 
本論文に基づく 56 条の判定    事業要件と生計要件はそれぞれ居住者から 
生計要件 ○ ○ × × の支配従属関係によって別個に判定される。 
事業要件 ○ × ○ × したがって 2 要件の両方が充たされた場合 























                                                   
58 近い考え方として、酒井教授が述べられている、「従事」基準と、「同一生計」基準の二つの基準で
所得税法 56 条を支配従属類似の関係との比較で読み解く解釈が挙げられるのではないかと思われる。


























                                                   
60 法人税基本通達 9－4－1(子会社等を整理する場合の損失負担等) 
 法人がその子会社等の解散、経営権の譲渡等に伴い当該子会社等のために債務の引受けその他の損





て事業関連性を有する者が含まれる(以下 9－4－2 において同じ。)。 





























「arm’s-length price」と同義であり、そもそも所得税法 56 条の現実適合性をみた例外
規定として、同法 57 条が機能している以上、事業要件も支配と従属の関係で判断する































                                                   










































                                                   
3 扶養親族の資産所得合算については、所得税法56条と同様に、資産所得合算制度として法制化されたが、
昭和 63 年に廃止された。 
4 個人単位課税という原則の中に世帯単位としての例外規定を置くことについて、シャウプ勧告では、「個
人の尊厳」等の憲法適合性を念頭に入れず、「家族」という特殊な個人間の共同体を念頭に入れたもので
あるため、「大して犠牲にするものとはいえまい」としたと解することができよう。   
5 シャウプ使節団『シャウプ使節団日本税制報告書』(日本税理士会連合会出版局、1979)、53-54 頁。なお、
原文には脚注はないが、括弧書内は脚注下線部を含めてすべて同文献からの引用である。 
6  神川和久「シャウプ勧告の再考」『税大ジャーナル』9 号、94 頁。 






























第 1 節 個人単位課税が生計を一にする「家族」に及ぼす影響  
 
（1）夫婦財産制度と所得課税 
 拙稿11および第 4 章でも既に触れているが、「家」制度を創設した旧家族法においても、
                                                   
8 田中  治「親族が事業から受ける対価」『税務事例研究』第 77 巻参照。 
9 拙稿「所得税法 56 条の新解釈―2要件独立説の見地から―」熊本学園大学会計専門職紀要第 2 号参照。 
10 家計における支配従属関係は、名古屋地裁平成 4 年 5 月 8 日判決（名古屋地裁平成 4 年 5 月 8 日判決（昭
和 62 年（わ）第 560 号）LEX/DB【文献番号】28045083）がいうように、居住者を代表する生計主宰者
の支配が前提とされていたと考えられ、また、当判決およびその控訴審（名古屋高裁平成 5 年 10 月 25 日
判決（平成 4 年（う）第 145 号 LEX/DB【文献番号】28045082）上告審（最高裁平成 9 年 4 月 23 日決定
（平成 5 年（あ）第 994 号）LEX/DB【文献番号】28045081）は一貫して、「家計は生計主宰者一人に支
配されていることを前提」とする。 


































                                                   
12 夫婦財産契約登記取扱手続（明治三十二年五月三十一日司法省令第 15 号）参照。 
13 もっとも、婚姻の清算として相手方の死亡時というのは問題とならず、離婚時においてのみが問題とな
る。本稿では離婚時について言及しないこととする。 
14 泉 久雄『家族法読本』（有斐閣、2005）50 頁。 
15 木村弘之亮「総論：平等原則と配偶者課税」人見康子・木村弘之亮『家族と税制』（弘文堂、1998）17
頁。 
16 山田二郎「判例時報 1297 号」『判例評論』361 号、186 頁。 


































                                                   
18 木村弘之亮「夫婦財産法上の合意と人的帰属」『法学研究』第 64 巻第 12 号、82 頁。 
19 佐藤良雄「資料・夫婦財産契約とその登記」『成城法学』第 8 号、117、202、204 頁参照。 
20 夫婦財産契約の場合の所得税法の解釈の問題を指摘する文献として、金子 宏『租税法(第 20 版)』（弘
文堂、2015）188-190 頁がある。 
21 碓井光明「家族法の展開と租税法」『横浜経営研究』第 5 巻第 1 号、86-87 頁。 
22 同上、87 頁。 































                                                   






91 頁)。   
26 酒井克彦「所得税法上の所得控除規定に見られる生計同一要件－所得税法上の『生計を一にする』概念
の意義－」『税務弘報』57 巻 6 号 160 頁以下参照。 
27 酒井克彦「所得税法上の『配偶者の意義』(上)－内縁関係の保護理論・諸外国法制との付き合い方―」『税



































                                                   
28 谷口彩子ほか「配偶者控除の現状と課題」『熊本大学教育学部紀要』人文科学 47 号、70 頁参照。 
29 中里 実「家庭と租税制度(家族の変貌と家族法の課題－自立する個人と家族の連帯<特集>－家族法の
遠景)」『ジュリスト』1059 号、36 頁。 


















支払う場合においても、結局は所得税法 56 条の適用範囲となるのであろう。 













                                                   



















 現行所得税法における所得税法 56 条と同じ趣旨の規定である、旧所得税法 11 条の 2 第
3 項が、憲法 27 条（勤労の義務）、25 条（生存権）および 14 条（平等権）に違反すると
して争われた事件において、名古屋地裁昭和 46 年 8 月 30 日判決35は、「旧所得税法 11 条






















                                                   
34 我妻 栄『債権各論中巻二』（岩波書店、1968）772 頁参照。 
35 名古屋地裁昭和 46 年 8 月 30 日判決（昭和 42 年（行ウ）第 36 号）LEX/DB【文献番号】21036810。 
36 酒井克彦「導管理論と所得税法(下)－同一生計内親族間における対価の支払に係る必要経費性－」『税
務事例』38 巻 1 号、6 頁。 




























まず、民法上の組合契約は民法 667 条 1 項43によって、各当事者が出資をして共同の事業
を営むことを約することによって、その効力を生じるとされ、また同条 2 項の明文により、




課税主義という理論が存在している。」(我妻 栄「夫婦の財産関係（下）」『ジュリスト』499 号、99 頁)
と述べている。 
39 拙稿、前掲注 9、98-105 頁参照。 
40 青山道夫＝有地亨『新版注釈民法(21)』（法律文化社、1971）465 頁。 
41 遠藤みち「第 8 章：日本の裁判例にみる夫婦財産性と租税法」、人見康子・木村弘之亮『家族と税制』
（弘文堂、1998）203 頁。 
42 島津一郎＝久貴忠彦編『新・判例コンメンタール民法(11)親族(2)』、72 頁。 














そして、民法における組合の成立要件は、次の 4 点となる。 


















                                                   
44 我妻、前掲注 34、772 頁。 
45 末川 博『契約法下(各論)』（岩波書店、1975）243 頁。 
46 （組合財産の共有）第 668 条 1 項 
 各組合員の出資その他の組合財産は、総組合員の共有に属する。 
47 我妻、前掲注 34、771 頁以下参照。 
48 同上、774 頁。 







































51 木村、前掲注 15、88 頁。 





















（2）家族間パートナーシップ契約と所得税法 56 条 












                                                   
53 酒井教授は、ほぼ同旨として、「所得税法 56 条は双方従事には使えるが、夫婦間パートナーシップ契
約を前提とした所得分散が図られた場合には対処できないと思われる。」(酒井克彦「事業所得における実
質所得者課税の原則の適用－生計主宰者への所得の集中と所得税法 56 条－（下）」『税経通信』65 巻 10
号、59 頁。)と述べている。   







































（田中 治「親族が事業から受ける対価」『税務事例研究』77 号、32-34 頁参照）。 
56 この点について、碓井教授が、前掲注 47 の引用部分に続けて「ただし、出資とは別に、労務等を提供
し、その対価を得ることもあり得るので、その場合には、同条が適用される。」(碓井光明、前掲注 47、14
頁。)とほぼ同旨を述べている。    
57 我妻、前掲注 34、768 頁以下参照。 














結びに代えて －所得税法 56 条適用回避としての「家族間パートナーシップ契
約」には意義があるのかー 
 

































































化する機能を有しているのである。」と述べている（碓井、前掲注 19、84 頁）。 

































































上記のような損害賠償における両建ては、所法 9 条 17 号から委任を受けた所得税法














第 1 節 資産損失制度の沿革と意義 
 
（1）資産損失制度の沿革 




















                                                   
1 神戸地裁平成 25 年 12 月 3 日判決、平成 24 年（行ウ）第 6 号 LEX/DB【文献番号】25503124。 
2 田中勝次郎『所得税法精義』（巖松堂書店、1930）230 頁。 
3 昭和 2 年 1 月 6 日付主秘一号「所得税法施行二関スル取扱方通牒」151。 
4 田中、前掲注 2、230 頁。 




























プ勧告に従った昭和 25 年所得税法全文改正に伴い、昭和 22 年災害免除法においても昭
和 25 年に改正がなされた12。 
                                                   
6 大蔵省編纂『明治大正財政史』第六巻（経済往来社、1958）1167 頁。 
7 昭和 14 年勅令第 220 号（昭和十三年ノ災害被害者二対スル租税ノ減免等二関スル件）施行方（昭和




8 昭和 22 年法律 175 号。 
9 藤田良一「所得税法上の資産損失制度に関する一考察」『税大論争』13 号、142 頁。 
10 昭和 22 年災害減免法 2 条。 
11 昭和 22 年災害減免法 5 条。 
12 昭和 25 年法律 70 号。同年の所得税法改正に伴う雑損控除の措置に伴い、資産損失についての条文

















 そして、昭和 22 年所得税法の解釈上たな卸資産の損失は必要経費に算入されること













おり19、その後の昭和 36 年の税制調査会答申に反映され、昭和 37 年税制改正により、
現行の資産損失制度が整備された。これにより、シャウプ勧告によって一時的に所得控
除に一本化された資産損失は、雑損控除である「生活に通常必要な」資産について行わ
                                                                                                                                                     
択して適用することになり、時々の改正を経ながらも、所得控除との選択性のまま現在に至っている。 
13 藤田、前掲注 9、146 頁。 
14 昭和 26 年 1 月 1 日付国税庁長官通達 267。 
15 田中 治「資産損失」『日税研論集』Vol.31、73-74 頁、および藤田、前掲注 9、147 頁。 
16 昭和 25 年所得税法 9 条の 4 第 3 項、6 項。  
17 藤田、前掲注 9、148 頁。 
18 昭和 34 年直所通達 256。 




て、昭和 40 年の所得税法全文改正を受け、所得税法 51 条として現在に至っている。 
  
（2）現行所得税法における資産損失制度の意義 


























                                                   
20 田中 治、前掲注 15、76 頁も同旨を述べている。 
21 金子 宏「序説・所得税における損失の取り扱い」『日税研論集』Vol.47、3 頁。 

















































ることになる。この点について、平成 17 年 9 月 12 日裁決24では、「所得税法第 9 条第

























                                                   
24 平成 17 年 9 月 12 日裁決、公表裁決事例集 No.70、87 頁。 
25 谷口勢津夫『税法基本講義第 3 版』（清文社、2013）202 頁。 
26 岡村忠生『所得税法講義』（成文堂、2007）36 頁。 
27 税制調査会「税制調査会答申及びその審議の内容と経過の説明」（1961 年 12 月）557 頁。 









また、非課税規定の意義について判例等を確認すると、横浜地裁平成 10 年 7 月 22 日
判決29において「法令等において非課税とする趣旨の規定がない限り、これを課税の対
象としているものと解するのが相当である」と判示しており、また、これと同旨を昭和























                                                   
29 横浜地裁平成 10 年 7 月 22 日判決、平成 9 年（行ウ）第 52 号 LEX/DB【文献番号】28052432。 
30 静岡地裁昭和 50 年 10 月 28 日判決、昭和 49 年（行ウ）第 7 号 LEX/DB【文献番号】21051881。 









































                                                   
34 岡 正晶「非課税となる損害賠償金の範囲」『税務事例研究』5 号、33 頁。 
35 同上、33 頁。 














































                                                   
38 岡、前掲注 34、37 頁。 
39 同上、38 頁参照。 
40 同上、49 頁参照。 
41 大阪地裁昭和 41 年 8 月 8 日判決、昭和 40 年（行ウ）第 61 号 LEX/DB【文献番号】21024130。 
42 福岡地裁昭和 44 年 12 月 26 日判決、昭和 43 年（行ウ）第 78 号 LEX/DB【文献番号】21032080。 















関係（民法 416 条類推適用）による対応があるか否かによって、下の【図表 2】に示し
た 2 つの性質（①消極的損害、②積極的損害）に分けられることになる。 
【図表 2】損害発生とそれに伴う損害賠償金の取扱い 
 （損害発生時：損失を 500 とする） 
資産損失（費用） 500  / 資産    500 
                
 
 （損害賠償金受取時：受け取った資産を 200 とする） 
① 資産    200 / 受取賠償金（収益） 200 
 
or 








                                                   























したがって、非課税規定である、所令 30 条、および所令 94 条に該当するものについ
ても②の場合となるのであるが、この場合も、包括的所得概念により認識されることに
なる資産の増加分と対応した費用の控除分における所得につき、課税しないこととする



















                                                   
45 この点について、所令 30 条柱書の括弧書では、「損害賠償金であっても、必要経費に算入される金
額を補てんするための金額が含まれている場合には、当該金額を控除した金額に限って非課税とする」
と規定されている。 








る」と述べている（玉國文敏「損害賠償金課税の一側面」『税研』第 30 巻第 6 号、24 頁）。 






















つまり、不法行為に基づく損害賠償金は、対応関係のある所得税法施行令 30 条 1 項 2
号の場合に限らず、対応関係のみられない場合と厳密に峻別する必要がある。 
 ここで、ライブドア賠償金事件の事例を取引に組み直し、仕訳を基に検討してみたい。 
① 個人 X が、虚偽の報告に基づいて評価されていたとは知らず、A 社株式を売買目的で株
価 900 にて取得。 
② 虚偽の報告が公表され、A 社株式の株価が 400 まで下がった。 
③ ①の株価が下がったことに基因して、A 社株式の保有の意思をなくし、400 で売却。 
④ 虚偽の報告があったことにつき損害賠償請求訴訟が提起され、結果 200 の損害賠償金を
受領することで和解が成立。 
⑤ この和解金を③で発生した 500 の損失と過年度損益修正で相殺した。 
まず、上記例の仕訳としては、以下のようになる。 
① A 社株式     900 / 現金預金     900 
② 株価が下がっただけなので仕訳なし 
③ 現金預金     400 / A 社株式     900 
  有価証券売却損  500  / 
④ 現金預金     200 / 受取損害賠償金  200 




状回復は、被害者が取得した株価 900 から売却時の株価 400 を控除して損害とみなし、
株式を買わなかった状態まで回復させるのであるから、売却差額 500 を賠償することに
なる50。 




























                                                   
49 東京地裁平成 21 年 5 月 21 日判決、平成 18 年（わ）第 11635 号他 LEX/DB【文献番号】25450890。 
50 損害発生時点において、（借方）資産損失、（貸方）資産という仕訳が前提であることの証左である。 
51 吉良 実「詐欺等の犯罪による被害損失の損金算入」『シュトイエル』186 号、20 頁。 
52 拙稿「一時所得への所得区分における法的・会計的側面からの検討」『熊本学園大学会計専門職紀
要』第 5 号、53-54 頁。 
167 
 





















































  資産売却損 200 / 譲渡用資産 500   
  貨幣性資産 300 / 
また、キャピタルゲインが出る場合の仕訳は以下で表わされる。 
  貨幣性資産 800 / 譲渡用資産  500 
          / 資産売却益 300 
 つまり、上記仕訳はキャピタルゲイン・ロスが資産の購入価額である取得費との差額
でしかないことを表すことになり、したがって、取得費がゲインかロスかの基準となっ
ていることを示している。この点、例えば 100 で仕入れた棚卸資産をある時は 50 で売
り、またある時は 200 で売ったこととの差異はどこにあるのだろうか。この例において











して区分された後、所法 9 条 17 項によって原則非課税所得となる。しかし、例外的に
課税所得となる規定（所令 30 条等）があるため、課税・非課税の判定上は明確な規定
                                                   
53 アメリカ内国歳入法典（IRC）§162（事業活動から生じた費用または損失の控除）と§212（主に






































                                                   
54 佐藤、前掲注 23、48 頁。 
55 岡村、前掲注 26、54 頁。 









                                                   

















































































































































































































































































































































































































































































また、必要経費である支払給与における相当性（arm’s length の視点）の観点から、第 8
















































相当性（arm’s length の視点）、合理性、事業関連性がある。⑦所得税法 56 条は、文理解
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